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抄録
目的：少子化は日本を含む先進国が直面する重大な課題である．少子化対策の一環として，柔軟な働
き方を可能にし，仕事と育児の両立を促進する目的で在宅勤務が推進されている．しかしながら，在
宅勤務が出生意欲の向上につながるかを調査した研究は少なく，その知見も一貫していない．また，
婚姻状況によって在宅勤務の影響は異なる可能性があるが，検証されていない．本研究では，就労す
る日本の既婚者および未婚者を対象として，在宅勤務の頻度と出生意欲の関連を検討することを目的
とした．
方法：本研究は 2022 年 9月から同年 10月に実施された日本における新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）問題および社会全般に関する健康格差評価研究（JACSIS）のデータを用いた断面研究
である．対象者は20歳から45歳のフルタイムで働く勤労者7,998名とした．在宅勤務は過去1か月の
頻度を評価した．出生意欲は先行研究の尺度に基づき，1項目 9選択肢で評価した．婚姻状況別（既
婚者・未婚者）に，修正ポアソン回帰分析を用いて出生意欲の調整済みprevalence ratio（PR）とその
95％信頼区間を算出した．
結果：既婚者 4,587 名のうち月 1回以上の在宅勤務を行う人は 1,385 名（30.2％），出生意欲のある者
は2,521名（55.0％）であり，未婚者3,411名における在宅勤務を行う人は923名（27.1％），出生意欲
のある者は 2,769 名（81.2％）であった．婚姻状況によって在宅勤務と出生意欲の関連は異なる傾向
にあった（相加的交互作用P値=0.1）．既婚者では，在宅勤務をしない群と比べて週2回から3回在宅
勤務をする群では出生意欲の割合が低かったものの，月2回から3回在宅勤務をする群と週6～7回の
群で有意に出生意欲がある者の割合は高かった（各調整済みPR: 1.15 および 1.13）．一方，未婚者に
おいては，在宅勤務の頻度が多いほど出生意欲がある者の割合は低下し（傾向性P値=0.01），出生意
欲のある者の割合は，在宅勤務をしない群と比べて，週6～7回の群では1割ほど有意に低かった（調
整済みPR=0.87）．
結論：本邦の労働者において，既婚者では在宅勤務が出生意欲を高める方向に働く一方，未婚者では
在宅勤務は出生意欲を低める方向に働くことが示唆された．今後，縦断的に在宅勤務が出生意欲や出
生行動に与える影響を検討していくことが求められる．
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I．はじめに

少子化は日本を含む先進国が直面する重大な課題であ
る．1950 年から 2021 年の間に，世界の合計特殊出生率
は 4.84 から 2.23 へと半減し，2100 年には 1.59 に減少す
ると予測されている[1]．日本では 2022 年の合計特殊出
生率が 1.26 と過去最低となり[2,3]，2070 年には 1.07 に
なると予測されている[4]．この急速な少子化は，経済・
社会の維持に深刻な影響を及ぼすとされる[2]．
日本の少子化の主な要因は「未婚化」と「晩婚化」と
される[5,6]．特に女性の 50 歳時の未婚割合は，1990 年
から 2020 年の間に 4％から 18％と上昇し[7]，出生減へ
の寄与が大きいと考えられている[8]．また，晩婚化は
既婚女性の出生率を低下させる要因となっている[5,6]．
そのため，未婚者の結婚・出産と既婚者の出生を同時に
促進する方策が不可欠である．
出生行動には，個人が子供をもちたいという願望や計

画をもつ意欲である出生意欲が強く影響することが知ら
れている[6]．既婚者において，出生意欲が高いほど子
供の数が増えることが報告されている[6]．未婚者にお
いても，出生意欲が結婚行動につながるとの報告がある

[9]．そのため，未婚者・既婚者の双方において出生意
欲に影響する要因を解明し，少子化対策につなげること
が求められる．
これまでの研究から，短時間勤務などの柔軟な勤務形
態が出生率を高めることが報告されてきた[10,11]．近年，
日本では，少子化対策として柔軟な勤務形態の 1つであ
るテレワークの導入が進められている[12]．2024 年 5 月
に育児・介護休業法および次世代育成支援対策推進法の
改正が公布され，3歳に満たない子を養育する労働者に
対して，テレワークの選択を可能にする措置を講ずるこ
とが2025年 4月より努力義務化された[13]．在宅勤務に
代表されるテレワークの導入・運用は通勤時間を節約し，
育児と仕事の両立を促進することで，ストレス軽減やメ
ンタルヘルスの改善が期待されており[14]，既婚者にお
いては，在宅勤務は出生意欲を高める可能性がある．一
方，一人暮らしの労働者は疎外感や孤独感を感じやすい
ことや，職場の人間関係が構築できていない新入社員な
どにとってテレワークはストレスになることが指摘され
ている[14]．そのため，再生産年齢にある未婚者に在宅
勤務を導入するとむしろ出生意欲を下げうる．
しかしながら，在宅勤務（主に自宅を拠点にしてテ

キーワード：在宅勤務，出生意欲，日本，既婚・未婚，断面研究

Abstract
Objectives: Declining birth rates are the growing social concern globally, including in Japan. Working from 
home is expected to promote flexible work styles that support a better balance between work and childcare. 
However, evidence on the association between working from home and fertility intentions remains limited 
and inconsistent. Additionally, although the influence of working from home may differ by marital status, 
none investigated this issue. The present study examined the cross-sectional association between working 
from home and fertility intentions among married and unmarried individuals.
Methods: We analyzed the data from 7,998 married or unmarried individuals aged 20-45 years from the 
2022 Japan COVID-19 and Society Internet Survey (JACSIS). Participants self-reported their frequency of 
working from home and fertility intentions. We used modified Poisson regression to estimate multivari-
able-adjusted prevalence ratios of feritlity intentions.
Results Of 4,587 married participants, 1,385 (30.2%) worked from home and 2,521 (55.0%) had fertility 
intentions. Of 3,411 unmarried participants, 923 (27.1%) worked from home and 2,769 (81.2%) had fertility 
intentions. The relationship between working from home and fertility intentions tended to differ by mar-
ital status (P for additive interaction = 0.1). In married participants, as compared with those who did not 
work from home, although working from home two to three days a week was significantly associated with 
decreased prevalence of fertility intentions, working from home two to three days a month and six to seven 
days a week were associated with increased prevalence of fertility intentions. In contrast, working from 
home was significantly and linearly associated with decreased prevalence of fertility intentions in unmarried 
workers (P for trend = 0.01).
Conclusion: The present data suggest that working from home may promote fertility intentions in married 
workers, but may suppress fertility intentions in unmarried workers. Longitudinal studies are needed to 
clarify the causal relationship between working from home and fertility intentions and actual childbearing 
behavior.

keywords: working from home, fertility intention, Japan, marital status, cross-sectional study
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レワークを行う働き方）と出生行動の強力な予測因子
である出生意欲[6]の関連を調べた研究はこれまでに 3
件[15-17]のみである．在宅勤務が急速に普及したのは
COVID-19 パンデミック後であるが[18]，3件のうち 1
件はそれ以前の 2004 年から 2011 年にかけてロシアで
収集された断面データを用いていた[15]．この研究で
は，在宅勤務が出生意欲と正の関連を示した[15]．一方，
COVID-19 パンデミック中に実施された 2件の研究では
在宅勤務と出生意欲の負の関連が報告されている[16,17]．
このうち，2020 年に日本で実施された調査では，男性
の在宅勤務は出生意欲と負の関連を示した[16]．さらに，
子を有するポーランドの女性では，2020 年から 2021 年
にかけて在宅勤務ができるようになると出生意欲は低下
していた[17]．これらの先行研究には以下の課題がある．
第 1に少子化の要因として「未婚化」が挙げられる一方，
未婚者を対象として在宅勤務と出生意欲の関係を検証し
た研究がない．第 2に，在宅勤務をその有無で評価して
おり，在宅勤務の頻度と出生意欲の関係を検討した研究
はない．第 3に，日本の研究はCOVID-19 のワクチンが
なかった2020年の研究1件しかなく，そのサンプルサイ
ズは451名と限られている[16]．
以上より，本研究ではこれらの課題を踏まえ，在宅勤

務の少子化対策への寄与を明らかにすることを目的とし
て，本邦で 2022 年に収集された大規模データを用いて
在宅勤務と出生意欲の関連を婚姻状況別に検討すること
とした．在宅勤務の出生意欲への影響を明らかにしてい
くことは，少子化対策としての在宅勤務の在り方を科学
的根拠に基づいて見直す端緒となることが期待される．
本研究では以下の仮説を設定した．
既婚者： 在宅勤務の頻度が高いほど，出生意欲のある

者の割合が高まる．
未婚者： 在宅勤務の頻度が高いほど，出生意欲のある

者の割合が低くなる．

II．研究方法

1．研究デザイン・セッティング
本研究は，2022 年に実施した全国インターネット調
査「日本におけるCOVID-19 問題による社会・健康格差
評価研究（JACSIS）のデータを用いて断面研究を行っ
た．調査参加者は楽天インサイトのパネルメンバーで
ある15 ～ 79歳の男女から日本の人口構成に沿った代表
的な回答を確保するため，性別，年齢，都道府県ごとに
ランダム抽出された．2022 年調査の実施手順は既報に
詳しく報告されている[19]．対象者からは電子的にイン
フォームドコンセントが取得されている．図 1に対象者
の除外フローを示した．2022 年調査では，合計 32,000
名がオンライン調査票に回答した．本研究では，不正回
答した者，組み入れ基準を満たさない者，および出生意
欲を答えたくない者を除外し，20 歳から 45 歳の一般労
働者7,998名（既婚者4,587名，未婚者3,411名）を分析
対象として，婚姻状況別に検討した．

JACSISは，ヘルシンキ宣言に準拠し，大阪国際が
んセンターの研究倫理審査委員会（承認番号： 2020-
447）の承認を得ている．本研究は，横浜市立大学倫理委
員会（最新承認日： 2024 年 6 月 24 日，最新許可番号：
変B240600055［初回許可番号：B220200001］）による承
認を得て実施された．

2．曝露測定
直近 1 ヶ月の在宅勤務の頻度について，7件法（して
いない，月1回，月2～3回，週1回，週2～3回，週4～
5回，ほとんど毎日［週6～ 7回］）で尋ねた．月に1回
も在宅勤務をしていない者を「在宅勤務なし」，1回以

2022年JACSIS調査参加者
N=32,000

20歳未満又は45歳超の対象者
N=14,864

一般労働者
N=8,681

「非常用労働者」または「常用労働
者」のうち「パートタイム労働者」

N=5,085

20歳以上45歳以下の対象者
N=13,766

死別及び離婚
N=255

（死別：N＝10、離婚：N＝245）

出生意欲について未回答
N=448

不正回答なし参加者
N=28,630

不正回答あり
N=3,370

組み入れ基準を満たした対象者
N=8,426

解析対象者
N=7,998

既婚
N=4,587

未婚
N=3,411

図1 対象者の除外フロー図1　対象者の除外フロー
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上行った者を「在宅勤務あり」と定義した．

3．アウトカム測定
出生意欲は，先行研究で用いられている出生意欲の

尺度[16]を基に子供をもつことに関しての考えを尋ねた．
この尺度では出生意欲を6つの下位概念（Avoiders，Be-
tweeners，Completers，Desirers，Expectants，Flexers）
に分類し，評価している．Avoidersは，子供がおらず，
将来も子供をもちたくない人々である．Betweenersは
既に子供がいて，将来もっと欲しいが現在は妊娠を試み
ていない人々である．Completersは既に子供がいて，そ
れ以上欲しくない人々である．Desirersは積極的に妊
娠を試みているか，将来子供をもつ計画がある人々で
ある．Expectantsは調査時点で妊娠していた人々であ
る．Flexersは既に子供がいるかどうかに関わらず，将
来子供をもつことに対して不確かだがオープンな人々で
ある．対象者は出生意欲に関する 1項目について，以下
の 9つの回答選択肢から該当するものを 1つ選択した：
「1.私／私のパートナーは，現在妊娠している」「2.現
在，子供がいるが，将来はもう 1人かそれ以上欲しいと
思っている（現時点では積極的に妊娠しようとはして
いない）」「3.現在，子供がいるが，子供の数をこれ以
上増やすことは考えていない」「4.私／私のパートナー
は，現在妊娠を希望している（妊娠活動をしている）」
「5.現在，子供がいないが，将来的に子供が欲しい・子
供をもつつもりである」「6.現在，子供がいないが，将
来も子供が欲しいと思わない」「7.現在，子供がいない
が，将来子供が欲しくなるか／出産するかどうかわから
ない「8.答えたくない」「9.わからない」．1であればEx-
pectants，2であればBetweeners，3であればCompleters，
4または5であればDesires，6であればAvoiders，7また
は 9であればFlexersに分類した．本研究ではAvoidersま
たはCompletersに該当すれば「出生意欲なし」と定義し，
Betweeners，Desirers，Expectants，またはFlexersに該
当すれば「出生意欲あり」と定義した．Flexersは教育
によってDesiresまたはExpectantsに変わりうるため[20]，
「出生意欲あり」に分類した．

4．共変量
出生意欲に関連があると考えられる性別，年齢，子供

の有無，職種分類[21]，教育歴，世帯年収，新型コロナ
ウイルス恐怖尺度[22]の日本語版[23]の得点，家事時間
を潜在的交絡因子として設定した．
なお，職種分類は既報[21]をもとにホワイトカラーは

専門技術職，事務職，営業販売職，ブルーカラーはサー
ビス業，保安職，生産工程・機械組み立て職，輸送・機
械運転職, 建設・採掘職，運搬・清掃・包装職と定義し
た．新型コロナウイルス恐怖尺度の総得点の範囲は 7点
～ 35 点で，得点が高いほど，新型コロナウイルスの恐
怖が強いことを示す[22]．

5．統計解析
婚姻状況別に在宅勤務の頻度別の対象者の属性を集
計した．在宅勤務と出生意欲の関連は修正ポアソン回
帰分析[24]を用いて評価した．在宅勤務なし群を参照
として，在宅勤務の頻度別に出生意欲ありのprevalence 
ratio（PR）とその 95％信頼区間を算出した．解析にあ
たり，1ヶ月を4週間と仮定し，1ヶ月あたりの回数に在
宅勤務の各カテゴリの中央値を換算した．量-反応関係
を確認するために，この在宅勤務の回数を連続変数とし
て扱い，傾向性P値を計算した．モデル 1では共変量を
調整せず，モデル 2では性別，年齢，子供の有無，職種
分類（ホワイトカラー／ブルーカラー／その他），教育
歴（高校以下／専門・高専・短大／大学以上），世帯年
収（300万円未満／300~500万円未満／500~700万円未
満／700~1,000万円未満／1,000万円以上／不明），新型
コロナウイルスへの恐怖（連続変数, 得点），および家
事時間（0時間／0.5時間以下／1時間／2時間／3時間
／4~5時間／6~7時間／8時間以上／不明）を調整した．
婚姻状況によって在宅勤務の有無と出生意欲の関連が異
なることを検証するために，相乗的交互作用については
婚姻状況と在宅勤務の有無の交互作用項を追加し，その
交互作用項のP値を評価した．相加的交互作用について
はRERI（Relative Excess Risk due to Interaction）のP値
を算出した．副次的解析として出生意欲の各下位概念を
アウトカムとして同様の解析を実施した．また，性別で
在宅勤務の影響が異なる可能性を検証するために，性別
に修正ポアソン回帰分析を実施した．なお，本研究で用
いた出生意欲の尺度は先行研究をもとにしているものの，
日本人を対象とした信頼性と妥当性は検証されていない
ことから，先行研究の知見との整合性を確認する目的で
出生意欲と共変量との関連について修正ポアソン回帰を
用いて検証した．P値（両側）が 0.05 未満であれば統計
学的に有意であると判断した．
本研究の解析には統計ソフトR version4.3.0を用いた．

III．研究結果

表 1に婚姻状況・性別にみた在宅勤務および出生意
欲の割合を示した．既婚者 4,587 名の中では，月 1回以
上の在宅勤務する者は少なく（N=1,385, 30.2％），性別
にみると，女性の在宅勤務をする割合は 25.1％と男性
（33.4％）と比べてやや低かった．既婚者における出生
意欲のある者の割合は全体で 2,521 名（55.0％）であり，
在宅勤務あり群は 55.7％，在宅勤務なし群（54.7％）と
あまり変わらなかった．性別にみると，女性は 60.6％と
男性（51.4％）と比べて高かった．
未婚者についても既婚者と同様に在宅勤務をする者
が少なかった（N=923, 27.1％）．性別で顕著な差は認め
られず，女性は 26.3％，男性は 27.6％であった．未婚者
において出生意欲のある者の割合は全体で 81.2％であり，
在宅勤務あり群は 80.4％，在宅勤務なし群（81.5％）と
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表
1
婚
姻
状
況
・
性
別
に
み
た
在
宅
勤
務
お
よ
び
出
生
意
欲
の
割
合

婚
姻
状
況

性
別

在
宅
勤
務

出
生
意
欲

在
宅
勤
務
な
し

在
宅
勤
務
あ
り

な
し

あ
り

な
し

あ
り

出
生
意
欲
な
し

出
生
意
欲
あ
り

出
生
意
欲
な
し

出
生
意
欲
あ
り

既
婚

N
=
4,
58
7

男
女

3,
20
2（
69

.8
％
）

1,
38
5（
30

.2
％
）

2,
06
6（
45

.0
％
）

2,
52
1（
55

.0
％
）

1,
45
2（
45

.3
％
）

75
0（
54

.7
％
）

61
4（
44

.3
％
）

77
1（
55

.7
％
）

男
1,
87
8（
66

.6
％
）

94
1（
33

.4
％
）

1,
37
0（
48

.6
％
）

1,
44
9（
51

.4
％
）

93
4（
49

.7
％
）

94
4（
50

.3
％
）

43
6（
46

.3
％
）

50
5（
53

.7
％
）

女
1,
32
4（
74

.9
％
）

44
4（
25

.1
％
）

69
6（
39

.4
％
）

1,
07
2（
60

.6
％
）

51
8（
39

.1
％
）

80
6（
60

.9
％
）

17
8（
40

.1
％
）

26
6（
59

.9
％
）

未
婚

N
=
3,
41
1

男
女

2,
48
8（
72

.9
％
）

92
3（
27

.1
％
）

64
2（
18

.8
％
）

2,
76
9（
81

.2
％
）

46
1（
18

.5
％
）

2,
02
7（
81

.5
％
）

18
1（
19

.6
％
）

74
2（
80

.4
％
）

男
1,
43
5（
72

.4
％
）

54
7（
27

.6
％
）

35
1（
17

.7
％
）

1,
63
1（
82

.3
％
）

25
1（
17

.5
％
）

1,
18
4（
82

.5
％
）

10
0（
18

.3
％
）

44
7（
81

.7
％
）

女
1,
05
3（
73

.7
％
）

37
6（
26

.3
％
）

29
1（
20

.4
％
）

1,
13
8（
79

.6
％
）

21
0（
19

.9
％
）

84
3（
80

.1
％
）

81（
21

.5
％
）

29
5（
78

.5
％
）

表
3　
婚
姻
状
況
に
見
た
在
宅
勤
務
の
頻
度
別
の
出
生
意
欲
の
pr
ev
al
en
ce
 ra
tio
（
95
%
信
頼
区
間
)

在
宅
勤
務
の
頻
度

傾
向
性

交
互
作
用

な
し

月
1回

月
2～
3回

週
1回

週
2～
3回

週
4～
5回

週
6～
7回

P
値

P
値

既
婚 N

3,
20
2

1,
75
0 （
54

.7
）

21
9

11
7 （
53

.4
）

22
1

13
4 （
60

.6
）

21
9

12
9 （
58

.9
）

34
3

17
0 （
49

.6
）

22
7

12
1 （
53

.3
）

15
6

10
0 （
64

.1
）

出
生
意
欲
あ
り（
％
）

モ
デ
ル
1*

1
（

R
ef

er
en

ce
）

0.
98

（
0.
86

, 1
.1
1）

1.
11

（
0.
99

, 1
.2
4）

1.
08

（
0.
96

, 1
.2
1）

0.
91

（
0.
81

, 1
.0
1）

0.
98

（
0.
86

, 1
.1
1）

1.
17

（
1.
04

, 1
.3
2）

P
=
0.
38

モ
デ
ル
2†

1
（

R
ef

er
en

ce
）

1.
02

（
0.
91

, 1
.1
5）

1.
15

（
1.
03

, 1
.2
9）

1.
01

（
0.
90

, 1
.1
3）

0.
88

（
0.
79

, 0
.9
7）

0.
98

（
0.
87

, 1
.1
0）

1.
13

（
1.
02

, 1
.2
5）

P
=
0.
77

未
婚 N

2,
48
8

2,
02
7 （
81

.5
）

11
9

10
1（
84

.9
）

13
4

10
6 （
79

.1
）

15
8

13
6 （
86

.1
）

23
7

19
5 （
82

.3
）

16
0

12
0 （
75

.0
）

11
5

84
 （
73

.0
）

出
生
意
欲
あ
り（
％
）

モ
デ
ル
1*

1
（

R
ef

er
en

ce
）

1.
04

（
0.
96

, 1
.1
3）

0.
97

（
0.
89

, 1
.0
6）

1.
06

（
0.
99

, 1
.1
3）

1.
01

（
0.
95

, 1
.0
7）

0.
92

（
0.
84

, 1
.0
1）

0.
89

（
0.
80

, 1
.0
0）

P
=
0.
02

モ
デ
ル
2†

1
（

R
ef

er
en

ce
）

1.
01

（
0.
94

, 1
.1
0）

0.
95

（
0.
87

, 1
.0
4）

1.
02

（
0.
96

, 1
.0
9）

1
（
0.
94

, 1
.0
6）

0.
91

（
0.
84

, 1
.0
0）

0.
87

（
0.
78

, 0
.9
8）

P
=
0.
01

相
乗
的
交
互
作
用

P
=
0.
91

相
加
的
交
互
作
用

P
=
0.
10

*未
調
整
モ
デ
ル
．

†
性
別
，
年
齢
，
子
供
の
有
無
，
職
種
分
類
，
教
育
歴
，
世
帯
年
収
，
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
へ
の
恐
怖
（
得
点
，
連
続
変
数
），
お
よ
び
家
事
時
間
を
調
整
．
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表
2
既
婚
者
に
お
け
る
在
宅
勤
務
の
頻
度
別
の
属
性

在
宅
勤
務
有
無

在
宅
勤
務
頻
度

な
し

N
 =

 3
,2
02

あ
り

N
 =

 1
,3
85

月
1回

N
 =

 2
19

月
2～
3回

N
 =

 2
21

週
1回

N
 =

 2
19

週
2～
3回

N
 =

 3
43

週
4～
5回

N
 =

 2
27

週
6～
7回

N
 =

 1
56

性
別

　
女

1,
32
4（
41

.3
％
）

44
4（
32

.1
％
）

55（
25

.1
％
）

55（
24

.9
％
）

61（
27

.9
％
）

11
9（
34

.7
％
）

89（
39

.2
％
）

65（
41

.7
％
）

　
男

1,
87
8（
58

.7
％
）

94
1（
67

.9
％
）

16
4（
74

.9
％
）

16
6（
75

.1
％
）

15
8（
72

.1
％
）

22
4（
65

.3
％
）

13
8（
60

.8
％
）

91（
58

.3
％
）

年
齢
，
歳

35
.3（
5.
3）

35
.6（
5.
4）

35
.7（
5.
4）

35
.3（
5.
5）

34
.9（
5.
5）

36
.0（
5.
2）

36
.0（
5.
5）

35
.6（
5.
3）

　
20
歳
～
29
歳

51
5（
16

.1
％
）

20
6（
14

.9
％
）

32（
14

.6
％
）

38（
17

.2
％
）

42（
19

.2
％
）

43（
12

.5
％
）

29（
12

.8
％
）

22（
14

.1
％
）

　
30
歳
～
39
歳

1,
96
9（
61

.5
％
）

82
1（
59

.3
％
）

13
0（
59

.4
％
）

12
7（
57

.5
％
）

13
1（
59

.8
％
）

20
7（
60

.3
％
）

13
2（
58

.1
％
）

94（
60

.3
％
）

　
40
歳
～
45
歳

71
8（
22

.4
％
）

35
8（
25

.8
％
）

57（
26

.0
％
）

56（
25

.3
％
）

46（
21

.0
％
）

93（
27

.1
％
）

66（
29

.1
％
）

40（
25

.6
％
）

子
供
の
有
無

　
な
し

69
6（
21

.7
％
）

32
7（
23

.6
％
）

48（
21

.9
％
）

37（
16

.7
％
）

58（
26

.5
％
）

93（
27

.1
％
）

50（
22

.0
％
）

41（
26

.3
％
）

　
あ
り

2,
50
6（
78

.3
％
）

1,
05
8（
76

.4
％
）

17
1（
78

.1
％
）

18
4（
83

.3
％
）

16
1（
73

.5
％
）

25
0（
72

.9
％
）

17
7（
78

.0
％
）

11
5（
73

.7
％
）

職
種
分
類

ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー

2,
28
9（
71

.5
％
）

1,
15
6（
83

.5
％
）

19
2（
87

.7
％
）

17
3（
78

.3
％
）

18
0（
82

.2
％
）

29
2（
85

.1
％
）

19
4（
85

.5
％
）

12
5（
80

.1
％
）

ブ
ル
ー
カ
ラ
ー

63
5（
19

.8
％
）

10
1（
7.
3％
）

11（
5.
0％
）

31（
14

.0
％
）

20（
9.
1％
）

17（
5.
0％
）

11（
4.
8％
）

11（
7.
1％
）

そ
の
他

27
8（
8.
7％
）

12
8（
9.
2％
）

16（
7.
3％
）

17（
7.
7％
）

19（
8.
7％
）

34（
9.
9％
）

22（
9.
7％
）

20（
12

.8
％
）

教
育
歴

　
高
校
以
下

53
3（
16

.6
％
）

10
1（
7.
3％
）

23（
10

.5
％
）

18（
8.
1％
）

16（
7.
3％
）

16（
4.
7％
）

14（
6.
2％
）

14（
9.
0％
）

　
専
門
・
高
専
・
短
大

65
7（
20

.5
％
）

13
7（
9.
9％
）

22（
10

.0
％
）

26（
11

.8
％
）

20（
9.
1％
）

30（
8.
7％
）

19（
8.
4％
）

20（
12

.8
％
）

　
大
学
以
上

2,
01
2（
62

.8
％
）

1,
14
7（
82

.8
％
）

17
4（
79

.5
％
）

17
7（
80

.1
％
）

18
3（
83

.6
％
）

29
7（
86

.6
％
）

19
4（
85

.5
％
）

12
2（
78

.2
％
）

世
帯
年
収

　
30
0万
円
未
満

95（
3.
0％
）

21（
1.
5％
）

3（
1.
4％
）

6（
2.
7％
）

4（
1.
8％
）

2（
0.
6％
）

4（
1.
8％
）

2（
1.
3％
）

　
30
0万
円
以
上
50
0万
円
未
満

44
5（
13

.9
％
）

10
7（
7.
7％
）

20（
9.
1％
）

17（
7.
7％
）

21（
9.
6％
）

19（
5.
5％
）

15（
6.
6％
）

15（
9.
6％
）

　
50
0万
円
以
上
70
0万
円
未
満

88
9（
27

.8
％
）

26
6（
19

.2
％
）

50（
22

.8
％
）

50（
22

.6
％
）

56（
25

.6
％
）

48（
14

.0
％
）

37（
16

.3
％
）

25（
16

.0
％
）

　
70
0万
円
以
上
1,
00
0万
円
未
満

1,
04
2（
32

.5
％
）

48
9（
35

.3
％
）

79（
36

.1
％
）

71（
32

.1
％
）

71（
32

.4
％
）

13
3（
38

.8
％
）

74（
32

.6
％
）

61（
39

.1
％
）

　
1,
00
0万
円
以
上

42
6（
13

.3
％
）

39
0（
28

.2
％
）

53（
24

.2
％
）

57（
25

.8
％
）

51（
23

.3
％
）

11
6（
33

.8
％
）

76（
33

.5
％
）

37（
23

.7
％
）

　
不
明

30
5（
9.
5％
）

11
2（
8.
1％
）

14（
6.
4％
）

20（
9.
0％
）

16（
7.
3％
）

25（
7.
3％
）

21（
9.
3％
）

16（
10

.3
％
）

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
へ
の
恐
怖
，
得
点

16
.4（
5.
3）

16
.8（
5.
3）

16
.0（
5.
3）

17
.7（
4.
9）

17
.4（
5.
4）

16
.3（
4.
9）

16
.3（
5.
4）

17
.3（
6.
0）

家
事
時
間

　
0時
間

18
6（
5.
8％
）

62（
4.
5％
）

14（
6.
4％
）

12（
5.
4％
）

6（
2.
7％
）

15（
4.
4％
）

7（
3.
1％
）

8（
5.
1％
）

　
0.
5時
間
以
下

75
3（
23

.5
％
）

34
1（
24

.6
％
）

79（
36

.1
％
）

60（
27

.1
％
）

56（
25

.6
％
）

69（
20

.1
％
）

46（
20

.3
％
）

31（
19

.9
％
）

　
1時
間

77
9（
24

.3
％
）

35
9（
25

.9
％
）

58（
26

.5
％
）

45（
20

.4
％
）

64（
29

.2
％
）

10
1（
29

.4
％
）

60（
26

.4
％
）

31（
19

.9
％
）

　
2時
間

76
6（
23

.9
％
）

33
3（
24

.0
％
）

44（
20

.1
％
）

53（
24

.0
％
）

46（
21

.0
％
）

83（
24

.2
％
）

71（
31

.3
％
）

36（
23

.1
％
）

　
3時
間

41
5（
13

.0
％
）

15
1（
10

.9
％
）

18（
8.
2％
）

21（
9.
5％
）

23（
10

.5
％
）

41（
12

.0
％
）

23（
10

.1
％
）

25（
16

.0
％
）

　
4～
5時
間

19
0（
5.
9％
）

71（
5.
1％
）

3（
1.
4％
）

15（
6.
8％
）

10（
4.
6％
）

19（
5.
5％
）

11（
4.
8％
）

13（
8.
3％
）

　
6～
7時
間

43（
1.
3％
）

20（
1.
4％
）

1（
0.
5％
）

3（
1.
4％
）

7（
3.
2％
）

6（
1.
7％
）

2（
0.
9％
）

1（
0.
6％
）

　
8時
間
以
上

25（
0.
8％
）

31（
2.
2％
）

1（
0.
5％
）

11（
5.
0％
）

4（
1.
8％
）

5（
1.
5％
）

4（
1.
8％
）

6（
3.
8％
）

　
不
明

45（
1.
4％
）

17（
1.
2％
）

1（
0.
5％
）

1（
0.
5％
）

3（
1.
4％
）

4（
1.
2％
）

3（
1.
3％
）

5（
3.
2％
）

デ
ー
タ
は
年
齢
お
よ
び
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
へ
の
恐
怖
の
み
平
均
値
（
標
準
偏
差
）
で
示
し
，
そ
れ
以
外
は
人
数
（
％
）
で
表
記
．



J. Natl. Inst. Public Health, 74 (4) : 2025

大竹理恵，田淵貴大，桑原恵介

408

あまり変わらなかった．性別にみると，女性は 79.6％と
男性（82.3％）と比べてわずかに低かった．
表 2に既婚者における在宅勤務の頻度別の属性を示し
た．在宅勤務をしている群では，週2 ～ 3回の在宅勤務
が最も多かった（N=343, 7.5％）．在宅勤務をしない群
と比べ，在宅勤務をする群ではいずれの群もホワイトカ
ラーの割合や教育歴が大卒以上の者の割合，世帯年収
が 1,000 万円以上の割合は高かった．また，在宅勤務を
しない群から月2 ～ 3回在宅勤務を行う群にかけて女性
の割合が低くなり，在宅勤務の頻度がそれ以上高まるほ
ど女性の割合は上昇した．その他の属性は明瞭な違いを
認めなかった．性別にみても，表S1 およびS2 に示した
通り，既婚者全体と大きく変わらなかった．未婚者の属
性は，表S3 に示した通り既婚者と異なる傾向が見られ
た．未婚者では，年齢層は29歳以下が多く，子供なし
がほとんどであり，世帯年収は 500 万円未満が，家事時間
は1時間未満が多かった．表S4に未婚者における在宅
勤務の頻度別の属性を示した．在宅勤務をしている群で
は，週2～3回在宅勤務をする者が最も多かった（N=237,  
6.9％）．在宅勤務有無および頻度別の属性は在宅勤務を
している者の中でホワイトカラーの割合が高く，教育歴
が大学以上の者が多いなど，既婚者と同様の傾向であり，
性別にみても，表S5 およびS6 に示した通り未婚者全体
と大きく変わらなかった．
表 3に在宅勤務の頻度と出生意欲との関連を示した．
婚姻状況によって在宅勤務と出生意欲の関連は異なる傾
向にあった（相加的交互作用P=0.10）．すべての共変量
を調整したモデル 2において，既婚者では在宅勤務なし
群と比較して，在宅勤務の頻度が週2 ～ 3回の群では出
生意欲が低かったものの（調整済みPR 0.88, 95％信頼区
間 0.79, 0.97），月2 ～ 3回の群（調整済みPR 1.15, 95％
信頼区間 1.03, 1.29）および週6～7回の群（調整済みPR 

1.13, 95％信頼区間 1.02, 1.26）で出生意欲がある者の割
合は有意に高かった．一方，未婚者では在宅勤務の頻度
が増えるほど出生意欲のある者の割合は有意に低下した
（傾向性P=0.01）．在宅勤務なし群と比べて出生意欲の
調整済みPR（95％信頼区間）は在宅勤務が週4～5回の
群では0.91（0.84, 1.00），週6～ 7回の群では0.87（0.78, 
0.98）であった．
さらに，婚姻状況別および性別の在宅勤務と出生意欲と

の関連を男性は表S7 に，女性は表S8 に示した．男女と
もに，95％信頼区間は広くなったものの，点推定値はほぼ
同じであったが，女性未婚者で在宅勤務が週4 ～ 5 回の
群では出生意欲の調整済みPR（95％信頼区間）は
0.86（0.74, 1.00）とわずかに低下していた．
表S9 に既婚者における在宅勤務と出生意欲の下位

概念との関連を示した．既婚者では在宅勤務の頻度が
増えるほどFlexersの割合が高まっていた（傾向性P値
=0.02）．一方，表S10 に示した通り，未婚者では在宅勤務
の頻度が増えるほどDesiresの割合が低くなり（傾向性P
値=0.002），逆にAvoidersの割合は高まっていた（傾

向性P値=0.001）．
表S11に婚姻状況に見た対象者背景別の出生意欲のPR 
（95％信頼区間)を示した．年齢が低いほど，また学歴
が高いほど，出生意欲が高かった．

IV．考察

本研究では，婚姻状況別に在宅勤務と出生意欲の関連
を検討したところ，既婚者では在宅勤務を行うと出生意
欲のある者の割合が一部で高まるものの，その内容とし
ては現時点では子供が欲しくなるかわからない中立的な
態度の人が多いことが明らかになった．一方，未婚者で
は在宅勤務の頻度が増えるほど出生意欲のある者が少な
く，特に女性でその傾向が明瞭であった．本研究は，在
宅勤務と出生意欲との関連を婚姻状況別に示すのみなら
ず，在宅勤務の頻度と出生意欲の量-反応関係を検証し，
さらに出生意欲の下位概念との関係を示した初めての研
究である．
今回の既婚者における結果は，一部の在宅勤務群で
出生意欲のある人の割合が低かったものの，全体とし
てはCOVID-19 パンデミック前では在宅勤務を行う群で
出生意欲が高かったとのSinyavskayaらの報告[15]を否
定するものではないと考えられる．本研究とは異なり，�
COVID-19パンデミックが始まった 2020年から 2021年
の間に実施された研究では在宅勤務と出生意欲との関連
は負の関連または関連がはっきりしないとの結果であっ
た[16,17]．同じパンデミック下であっても，本研究と先
行研究の 2件との間で傾向が異なった理由ははっきりし
ないが，本研究のデータが収集された2022年には新型
コロナウイルスワクチン接種の普及が成人人口の 80.4％
と進んでおり[25]，2020年や 2021年と比べて新型コロ
ナウイルスに対する恐怖感が弱まっていたこと[19]が影
響した可能性がある．一方で，今回のデータから，在宅
勤務をする群で増えていたのは現時点で出生に対して中
立的な態度をもつFlexersであることもわかった．Flex-
ersは出生に関する教育を行うことで出生に対して前向
きな態度をもつことが期待されている[20]．総合すると，
既婚者においては，在宅勤務は出生意欲を明確に下げは
しないものの，積極的に子供をもちたい意欲が増えるわ
けではないことが示唆された．出生に関する教育や情
報提供を合わせて行うことで，FlexersはDesiresまたは
Expectantsに変わりうることから[20]，在宅勤務を行う
既婚者に対するそうした教育や情報提供は，出生行動に
影響を与える可能性があるかもしれない．
本研究の結果では，週 4日以上の在宅勤務を実施して
いた未婚者において，出生意欲のある人は 1割ほど少な
いことが示された．この結果は，新入社員のような人間
関係の構築が十分でない者はテレワークによって孤独感
を感じやすいとの指摘や[14]，週 4日以上のテレワーク
をする者では孤独感を有しやすいとの報告[26]とも，孤
独感は出生意欲の低下と関連することから[27]，整合性
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があると考えられる．また，毎日顔を合わせる異性の
数が多いほど結婚する割合が高まるとの報告がある[28]．
在宅勤務では対面で様々な異性と顔を合わせる機会が減
り，出生意欲の低下につながっている可能性も考えられ
る．一方で，出生意欲がなく，他者との交流も避けたい
人が在宅勤務を選ぶ因果の逆転の可能性も考えられる．
今後，未婚者における在宅勤務と出生意欲との関係を説
明するメカニズムを解明する研究が求められる．今回の
結果と異なり，未婚の 25 歳から 39 歳男女を対象にした
シンガポールのオンライン調査では，近い将来の政策と
して週 2日以上働く場所を自由にできるようになるとい
う仮想シナリオが提示されると，出生意欲が高まること
が示された[29]．しかしながら，この調査は仮想的なシ
ナリオを用いたものであり，実社会の状況を直接反映す
るものではないため，解釈には注意が必要である．本研
究における年齢層などの対象者背景を考慮すると，未婚
者においては，FlexerがAvoiderに移行しないアプローチ
が必要である．例えば，柔軟な働き方の提供[10,11]や職
場での人間関係の構築を支援するプログラム[14]，さら
には将来のライフプランに関する教育や情報提供[20]が
重要であろう．
本研究には以下の限界が含まれる．第 1に，本研究で

用いた出生意欲の尺度は先行研究をもとにしているもの
の，日本人を対象としてその信頼性と妥当性は検証され
ていない．しかしながら，本研究における対象者背景別
の出生意欲の結果において，表S11 に示した通り，年齢
が低いほど，また学歴が高いほど，出生意欲が高かった．
この結果は日本の先行研究[10,16]の結果と一致している．
第 2に，断面研究であるため，未婚者では人との関わり
を避けたいような出生意欲の低い者が在宅勤務を選好
するなど，因果の逆転が影響した可能性がある．第 3に，
本研究では交絡しうる様々な要因を調整したものの，通
勤時間や夫婦の家事分担率といった交絡する可能性のあ
る要因を測定できていない．最後に，本研究への参加者
の社会経済的背景に関して，世帯年収が 700 万円以上の
人の割合は全国では 27.3％であった[30]一方，本研究で
は 37.2％であり，全国平均に比べて多く，結果の一般化
には注意が必要である．しかしながら日本の人口分布に
合わせて，年齢，性別，都道府県別に抽出された大規模
データを用いた点は本研究の強みである[19]．

V．結論

今回の検証から，既婚者では在宅勤務を週6 ～ 7回実
施すると出生意欲が高まるものの，積極的に子供をもち
たい者が増えるわけではないことが明らかとなった．一
方，未婚者では在宅勤務が週 4日以上になると出生意欲
は明確に下がることが示唆された．今後，在宅勤務が出
生行動に与える影響をより詳細に理解するために，出生
意欲だけでなく妊娠や出産に関する縦断的な分析を行っ
ていくことが求められる．
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